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[事実の概要]

　訴外A(平成12年12月死亡)は,昭和63年9月末から銀行業を営むX1(原告)より数度にわたって多額の金銭を借り入れた。X2(原告)は債務保証を業とする株式会社であって,AのX1に対する金銭債務につき連帯保証を行っていた。しかるに,平成5年10月頃からAの返済が滞るようになり,平成9年1月24日以降は全く返済がなされなくなった。そこで,X1は平成12年7月28日付の書面をもってAに対しX2の保証がある金銭債務について期限の利益の喪失を通知するに至り,同書面は同年8月5日にAに到達した。ところが,これに先立つ平成11年9月10日,Aは訴外Gの助言もあって妻Bとともに発起人となり,根抵当権等が設定されていた自宅の土地建物(後に約2億3460万円で任意売却)を除く保有する全不動産(当時の時価評価総額2億4560万円)を現物出資し,資本金3000万円のY株式会社(被告)を同月14日に設立し,所有権移転登記も完了した。なお,現物出資時点のAのXlに対する未払債務金額は合計5億5361万1600円であった。X2は,平成12年9月20日にAのX1に対する金銭債務につきX1に対し代位弁済しX1の権利に法定代位した。X1とX2は,民法424条に基づき,Aが出資した財産のうち8階建て商業用ビル(「本件建物」。現物出資時点での評価額1億5190万円)に係る現物出資行為の取消しを求めて訴えを提起した。
[判旨]

　請求認容。

　「株式会社に対する現物出資行為についても,少なくとも株式会社の資本を毀損しない範囲では,設立行為を直接取り消すことにはならないから,詐害行為として取り消すことができると解するのが相当である。」

　「Yは,商法141条の規定が株式会社に適用されないこと,設立無効の訴えが制限されていることを指摘するが,商法141条は設立取消しの訴えであり,上記のような現物出資の詐害行為取消しを認めることは,Yが指摘する商法の各規定に矛盾するものではない。」
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